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研究成果の概要（和文）：核兵器廃絶にむけての阻害要因として、非核保有国における「核抑止への依存」を特
に取り上げ、促進要因としては、地域の安全保障向上に資する「トラック2」と呼ばれる民間による「信頼醸成
措置」と、核軍縮の「検証措置」に焦点をあてて研究を行った。その結果、核抑止への過剰依存がもたらすリス
クや、消極的安全保証の重要性を指摘した。また、北東アジアにおける「トラック2」の可能性については、成
功の条件などを事例研究により明らかにした。また北東アジアにおける「検証措置」については、北朝鮮の非核
化という特殊な要素があり、特に衛星監視技術の応用や、地域における検証措置の選択肢について分析し、その
可能性を示唆した。

研究成果の概要（英文）：We analyze three major factors affecting policies towards the abolition of 
nuclear weapons. First factor is "nuclear deterrence". We analyzed the security policy of 
non-nuclear weapon states under "nuclear umbrella" and found that too much dependence on nuclear 
deterrence may pose more security risks. "Negative security assurance" would reduce such dependence 
significantly. Second factor is "confidence building" through "track 2" diplomacy. We conducted case
 studies of "track 2" dialogue and identify successful conditions for Northeast Asia. The third 
factor is "verification". In Northeast Asia, verification of nuclear dismantlement of North Korea 
requires innovative scheme. We analyzed possible application of satellite technologies and regional 
verification schemes that can be applied to Northeast Asia. 

研究分野： 原子力政策、核軍縮・不拡散政策、科学技術社会論
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１．研究開始当初の背景 
2015 年は被爆 70 年で核不拡散条約の再

検討会議が開かれる年であったが合意文書
の採択に失敗した。2009 年にオバマ米国大
統領がプラハにて「核なき世界」の演説を行
って以降も、核廃絶への進展は期待されたほ
どではなかった。一方で、中東、南アジア、
北東アジアでは、地域紛争が継続・拡大しつ
つあり、核の脅威はむしろ増しているとの見
方がされていた。こういった情勢の中、唯一
の戦争被爆国日本の外交政策は、核廃絶の実
現と北東アジアの安全保障の両立をどう図
るのか、で揺れていた。これは、日本外交が
抱える最大の課題の一つであり、いわゆる
「安全保障のジレンマ」あるいは「核のジレ
ンマ」といわれているものである。この「ジ
レンマ」克服に向けて、新しい核軍縮・不拡
散政策、そして包括的な安全保障政策の展開
が必要とされている。 

  
２．研究の目的 
 本研究は、そういった背景認識のもと、核
廃絶の実現を促進または阻害している要因
を、現実の国際社会の実例から分析するとと
もに、緊張を増している北東アジアの安全保
障情勢に焦点を当て、今後の日本の核外交、
そして北東アジア並びに世界の非核化プロ
セスの改善に貢献することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 メインテーマ「核廃絶の実現を阻害・促進
する要因の分析と北東アジアの安全保障」に
もとづき、以下の 3つのサブテーマを設けて
研究を実施した。 
（１） 非核保有国の役割：核抑止依存と北

東アジア 
（２） 信頼醸成措置の役割：北東アジアに

おけるトラック２ 
（３） 国際的枠組みと科学技術の役割：監

視・検証技術と地域検証制度 
 研究方法の特徴として①理論のみならず
事例研究に基づく分析・評価②国際政治、国
際法、公共政策、工学、物理といった多様な
バックグラウンドを持った専門家による学
際的研究③韓国、中国をはじめ、米国、オー
ストラリアといった北東アジア周辺の専門
家とのネットワーク形成④政府関係者や議
員等、政策決定に関与するメンバーを含めた
「トラック 2」アプローチ⑤一般市民も含め
た公開シンポジウムによる成果発表、の 5点
があげられる。 
 特に事例研究を重視し、（１）では「核兵
器禁止条約」採択までのプロセスにおける非
核保有国の役割、非核兵器国で核抑止に依存
しつつ非核兵器地帯に加入しているオース
トラリアの事例研究を行った。（２）では、
韓国主導の「北東アジア平和協力構想
（NAPCI）」、パグウォッシュ会議、アジア太
平洋安全保障協力会議（CSCAP）、の事例研究
を行った。（３）では、地域の核物質検証制

度としてアルゼンチン・ブラジル核物質計量
管理機関（ABACC）、先進技術として衛星監視
技術を事例研究として行った。 
 このほか、長崎大学核兵器廃絶研究センタ
ー（RECNA）主催による、「北東アジアにおけ
る平和と安全保障に関するパネル」（PSNA）
ワークショップにも参加して、専門家のレビ
ューを受け、研究方法や内容について有意義
な意見をいただくことができた。 
 
４．研究成果 
 3 つのサブグループによる主な研究成果は
下記の通りである。 
（１） 非核保有国の役割：核抑止依存と北

東アジア 
 「核兵器禁止条約」の採択課程における、
非核保有国の動きを見ると「核の傘」にある
非核保有国は、核抑止依存から脱却できない
でいる。非核兵器地帯に加入しているオース
トラリアでさえ、核抑止依存を脱却できてい
ない。これらの国々の政策を変えるには、ま
ず何よりも本当に拡大核抑止が自国の安全
保障にとって有効かつ必要なのかを詳細か
つ具体的に検討することである。核抑止への
過剰な依存はかえって安全保障上マイナス
になることもありうる。次に必要なことは、
「核の傘」に替わる安全保障の手段を構築す
ることである。消極的安全保証に法的拘束力
を持たせる「非核兵器地帯」はその選択肢に
十分なりうる。 
（２） 信頼醸成の役割：北東アジアにおけ

るトラック 2 
 「トラック 2」に関し、学術的にも実務
的にも明確な定義があるわけではない。し
かし、「トラック 2」には、政府間交渉では
膠着しかねない課題について、専門家から
の提言が政策に取り入れられたり、個人と
しての意見交換をおこなうことにより、関
係者間の理解や合意が得られたり、信頼醸
成に貢献する効果が考えられる。 
 本研究における事例研究から、北東アジ
アにおける「トラック 2」の必要条件とし
て、① 話し合える共通課題の設定、② ト
ラック1レベルでの強力な枠組み ③ 政策
提言を行える独立した研究機関や研究者の
ネットワークの存在、と考えられる。 
（３） 国際的枠組みと科学技術の役割：監

視・検証技術と地域検証制度 
 「検証」は核軍縮・不拡散政策にとって不
可欠の措置であるが、現実には「完全な検証」
はあり得ず、「違反の抑止」と「信頼醸成」
が大きな役割であることを認識すべきであ
る。核軍縮については、未だに拘束力のある
検証措置が確立していない。 
 衛星監視技術はすでに大きな役割を果た
してきているが、今後これを制度化するには
人材の確保やルール作りに課題があること
が明らかになった。 
 北東アジア非核地帯が成立した場合の検
証措置としては、すでに核兵器を所有してい



る北朝鮮の非核化プロセスの検証が大きな
課題である。そういった中で、ABACC のよう
な地域における相互査察制度は、地域の原子
力利用の透明性向上や信頼醸成にも貢献す
る。北東アジアにおいては、原子力平和利用
のみならず、北朝鮮の非核化の検証等への応
用を検討する価値がある。 
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